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前期比（％）

7-9 10-12 1-3 4-6 7-9 10-12

実質ＧＤＰ 0.6 0.4 － 0.1 0.5 － 0.6 0.5 0.3 0.1

同 　   (年  率) 2.5 1.6 － 0.4 1.9 － 2.4 1.9 1.4 0.5

同　    (前年同期比) 2.1 2.4 1.3 1.5 0.1 0.3 － 0.0 0.3

内需寄与度　　　　　 (*) 0.1 0.4 － 0.2 0.6 － 0.5 0.8 0.6 0.1

個人消費 － 0.8 0.5 － 0.2 0.6 － 0.2 0.4 0.6 － 0.2

住宅投資 － 1.9 － 3.2 － 2.0 － 2.0 0.6 1.1 1.1 － 0.0

設備投資 1.7 0.7 1.0 2.5 － 2.6 2.7 2.4 0.4

民間在庫　　　　　 (*) 0.4 0.1 － 0.1 － 0.1 0.1 0.0 － 0.2 0.2

政府最終消費 0.3 0.0 0.2 0.1 0.2 0.7 0.8 － 0.1

公共投資 － 2.5 － 0.1 － 0.7 － 0.7 － 2.3 － 1.7 － 1.2 － 0.6

外需寄与度　　　　　 (*) 0.5 0.0 0.1 － 0.1 － 0.1 － 0.3 － 0.3 0.0

輸出 2.5 2.2 0.4 0.4 － 1.4 1.0 0.9 0.1

輸入 － 0.6 2.3 0.0 1.3 － 0.7 2.7 2.7 0.0

名目ＧＤＰ 1.1 0.2 － 0.3 0.4 － 0.5 0.4 0.3 0.1

同  　  (年  率) 4.4 0.9 － 1.2 1.6 － 2.1 1.6 1.1 0.5

同 　   (前年同期比) 2.3 2.4 1.7 1.4 － 0.3 － 0.1 － 0.3 0.3

0.2 0.1 0.5 － 0.1 － 0.4 － 0.3 － 0.3 0.0

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

変化幅
(％ﾎﾟｲﾝﾄ)

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)

10-12
（1次）

2017年 2018年

2019 年 3 月 8 日 
 

経済レポート 
 

2018 年 10～12 月期のＧＤＰ（2 次速報）結果 
 

～前期比＋0.5％に上方修正～ 
 

調査部 主席研究員 小林真一郎 
 

本日発表された 2018年 10～12月期の実質ＧＤＰ成長率（2次速報）は前期比＋0.5％（年率換算＋1.9％）と、1次速報

の同＋0.3％（同＋1.4％）から上方修正された。自然災害の発生による一時的な下押し圧力が剥落したこともあり、内需が

プラスに寄与した。一方、堅調な内需を反映して輸入が順調に増加した半面、輸出の伸びは緩やかであったため外需寄

与度のマイナス幅が大きく、前期がマイナス成長だった割に伸びは小幅にとどまった。 

需要項目別に 1 次速報からの修正状況をみていくと、家計関連では、個人消費は最新の基礎統計が反映され、前期

比＋0.6％から同＋0.4％に下方修正された。一方、住宅投資は前期比＋1.1％のまま変わらなかった。 

これに対し企業関連では、1 次速報時点で未公表だった法人企業統計調査の結果が反映され、設備投資は前期比＋

2.4％から同＋2.7％に上方修正された。同期の法人企業統計における季節調整済みの設備投資（ソフトウェアを除く）の

堅調な増加（前期比＋3.3％）が反映された。人手不足に対応するための省力化投資へのニーズが根強いうえ、五輪関

連需要や研究開発投資による底上げもみられる。さらに前期に落ち込んだ反動の影響も増加に転じた一因となった。同

様に、法人企業統計調査の結果を受けて見直された在庫の前期比寄与度は－0.2％ポイントから横ばいに上方修正され

た。 

図表１ 改定状況の一覧 
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一方、政府部門では、政府消費が前期比＋0.8％から同＋0.7％へ、公共投資も同－1.2％から同－1.7％へと、小幅な

がらそれぞれ下方修正された。 

以上の結果、内需全体の前期比寄与度は、＋0.5％ポイントから＋0.7％ポイントに上方修正された。一方、外需寄与度

は、輸出、輸入ともに修正はなく、1 次速報時点の－0.3％ポイントのままだった。 

名目ＧＤＰ成長率も前期比＋0.3％から同＋0.4％に上方修正された（年率換算値では＋1.1％から＋1.6％に上方修

正）。また、経済全体の総合的な物価動向を示すＧＤＰデフレーターは前年同期比－0.3％のまま修正されなかった。 

プラス成長に復帰したとはいえ、前期の落ち込み（前期比－0.6％）を十分には取り戻せておらず、景気の回復力は力

強さに欠けている。さらに、中国、欧州などで景気減速感が強まっていることや、スマートフォン向けを中心にＩＣＴ関連需

要が落ち込んでいることで輸出、生産が弱含んでおり、年明け以降の景気は横ばい圏で推移している。このため、景気が

後退局面入りするリスクが高まっているが、①人手不足への対応や、東京オリンピック・パラリンピックを控えたインフラ建設

などの需要によって設備投資が引き続き増加基調で推移すること、②雇用・所得情勢の改善を背景に個人消費の底堅さ

は維持されることから、景気は横ばい圏での推移に踏みとどまり、後退局面入りは回避できるであろう。 

景気の最大の下振れリスクは、世界経済および国際政治情勢の悪化である。中でも最大のリスク要因が米中貿易摩擦

の行方であり、関税の追加引き上げなど両国の対立が深刻化すれば、株価急落などの金融市場の混乱や、米中両国経

済の悪化と世界経済への波及が懸念される。英国のＥＵ離脱問題も含め、世界経済の行方は政治次第という状況がしば

らく続きそうだ。世界経済が悪化すれば、輸出の減少を内需の拡大ではカバーすることはできず、景気は後退局面入りし

よう。 

今後、景気はこのまま悪化してしまうのか、それともなんとか踏みとどまり、再び回復に転じることができるのか、日本経

済はまさに正念場を迎えている。 
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